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（１）挨拶

（２）学校健診PHRについて
（３）令和６年度事業についての説明

（４）質疑応答
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健診等の実施主体 国民・患者 民間PHR事業者等

マイナポータル等を通じた
閲覧やデータダウンロード

A B

医師

保健師、管理栄養士、
その他医療従事者 研究者

医療専門職等と相談しながら
自身の健康増進等に活用

○情報の⾧期的な外部保存・管理
○個人のニーズに応じた表示方法
による閲覧等

自治体

保険者

学校の
設置者

自治体中間
サーバ

オンライン
資格確認等
システム

民間送達
サービス

※国民・患者等が、適切な民間PHR
サービスを選択・活用することができる
ような仕組みを構築するため、ルール
等を整備

相互運用性等※

本人が電子情報をスマホ等で見せること
により受診時に簡単に情報を共有でき、
円滑なコミュニケーションが可能となる 国民・患者等に対して、

適切な医療や保健指導等を
提供するために必要な連携医療専門職等

API連携

事業主
↓

保険者 オンライン
資格確認等
システム

本人の同意







○電子送付により印刷は不要に
○健康教育への活用

API連携

健康情報を生涯にわたって
自身で管理可能に
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学校健康診断情報のPHRへの活用推進事業

趣旨
・

背景

 生涯にわたる個人の健康等情報（健康診断結果や服薬履歴等）を電子記録として本人や家族が正確に把握し、もって個人の日常生活習慣の
改善等に役立てるため、政府全体でPHR（Personal Health Record）を推進する方針

 学校健康診断（学校健診）についても、マイナポータルを通じて健診結果を本人や保護者が電子的に把握できる仕組みの構築が必要
 「データヘルス改革に関する工程表」に則り、令和6年度中の本格実施に向けて、取組を着実に推進

１箇所 260百万円箇所数・
単価

事業内容

委託先 民間事業者等

人件費、諸謝金、旅費、通信運搬費、雑役務費 等委託対象
経費

成果

教育委員会等 家庭学校

校務支援
システム
サーバー

閲覧クラウド型
校務支援
システム

校務支援システム
未導入校

学校健診PHR実施イメージ

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル

学校健康診断PHRの全国的な活用推進

【民間送達サービス】
民間企業が提供している、インターネット上に自分専用のポスト（私書箱）
を作り、自分宛のメッセージやレターを受け取ることができるサービスのこと

民間送達
サービス

連携

 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年6月９日閣議決定）
など政府全体のデジタル化の方針や教育データ利活用の方針との整合性を
図りつつ、希望する全国すべての学校・自治体等が効率的・効果的な学
校健診PHRを導入できる環境を実現

 学校健診情報を本人や家族が時系列で簡便に確認できることにより、日常
生活における個人の行動変容や健康増進につながる

 病院等の医療現場で学校健診情報を提供することにより、医師等との円滑
なコミュニケーションが可能となり、より適切な治療が期待できる

 令和５年度作成の導入マニュアルや周知資料等を活用しつつ、学校や
設置者に対する学校健診PHR導入に向けた伴走型支援等を実施

＜全国的な普及に向けた取組＞
・導入支援に関する自治体等向けヘルプデスクの設置
・学校や自治体等向けの説明会の開催

＜先進事例の創出に向けた取組＞ ※希望自治体等対象
・「学校健診PHR導入アドバイザー」（仮称）の派遣
・導入に係る経費の支援（民間送達サービス契約料、校務支援シス
テム改修費等）

令和３年度～（未定）※学校健診PHRの推進状況等を踏まえ今後検討事業実施期間

＜事業スキーム＞

文
部
科
学
省

委
託

民
間
事
業
者
等

全国の学校や自治体等を支援

先進事例創出（希望自治体等）

○アドバイザー派遣
PHR導入に向け
た政策的・実務的・
技術的な助言を伴
走型で実施

○ヘルプデスク設置
PHR導入に関す
る学校・自治体等
からの各種問合せ
等に対応、支援

○経費支援
先進事例創出の
ため、経費面でも
支援）

○説明会開催
PHR導入促進の
ため、学校や自治
体等向けに開催

＜希望自治体等向け＞

＜全国向け＞

261百万円令和6年度予算額（案）
）320百万円（前年度予算額
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